  　別記様式第１号（第５関係）（その１７）                                                         
    　 平成２０年度農地等整備・保全推進事業費補助金等（小規模・高齢化集落支援モデル事業）         
  　　 交付申請書                                                                                 
                                                                          　 農林第１号
             　　                                                          　平成２０年４月１日  
  　　農村振興局長　殿                                                                            
                                                         住　　所　○○県○○市○○１－２－３     
                                                         団体名  農林集落連携促進協議会         
                                                         代表者名  農林　太郎　印                 
    　平成２０年度において、下記のとおり事業を実施したいので、農地等整備・保全推進事業費補助金等交付要綱第５の規定により、補助金３３０，０００円の交付を申請する。                              
                                                記                                                
    １　事業の目的                                                                                
　　　　農山村地域における過疎化・高齢化の進展に伴い、集落機能の著しい低下や農地、山林等の地域資源管理の問題が深刻化している中、それらの管理を担ってきた集落が消滅することによって、農山村地域が有する多面的機能、特に国土保全機能（水源かん養機能、洪水防止機能）の低下に起因する災害等が発生し、農山村地域に居住する住民のみならず、下流域の都市住民をも含む国民の生活に悪影響が及ぶことも想定される。
  　　　このため、集落が有する多面的機能の確保を図る観点から、小規模・高齢化集落を数多く抱える中山間地域において、中山間地域等直接支払制度に取り組む集落と小規模・高齢化集落との間の連携を通じ、小規模・高齢化集落に存する水路、農道等の地域資源を保全管理することを目的とする。                                                                                                  
  　 ２ 事業の内容                                                                                 
      (1)　水路、農道等保全管理活動支援事業                                                       
        ア　対象となる農用地                                                                      
	集落名
	地目
	面積

	農林集落
	田
	５．０ｈａ

	〃
	畑
	２．０ｈａ


        イ　活動内容                                                                              
	集落名
	農業用施設
	数量
	活動内容

	農林集落
	水路
	３００ｍ
	６月と１１月に草刈り、泥上げをする。降雨後は見回り、点検をする。

	〃
	農道
	５００ｍ
	６月と１１月に草刈り、簡易補修をする。降雨後は見回り、点検をする。


      (2)　支援活動推進事業                                                                       
	活動項目
	活動内容

	協議会の開催
	協議会を３回（６月、１１月、２月）開催する。

	その他推進事務
	交付申請事務をする。


     ３ 経費の配分                                                                                
	区分
	補助事業に要する経費（補助事業に要した経費）

　（Ａ＋Ｂ）
	負担区分


	積算の基礎
	備考

	
	
	国庫補助金

　　（Ａ）
	その他

　　（Ｂ）
	
	

	１　水路、農道等保全管理活動支援事業
	円

　620,000
	円

　310,000
	円

　310,000
	円

賃金

　400,000

需用費

　100,000

資材購入費

　120,000
	該当なし

	２　支援活動推進事業
	　 20,000
	　 20,000
	　　　0
	需用費
　 20,000
	該当なし

	合計
	　640,000
	　330,000
	　310,000
	
	


 （注）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には含税額」とそれぞれ記入すること。     
     ４ 事業完了（予定）年月日                                                                    
            平成２１年２月２８日
     ５ 収支予算（精算）                                                                          
     　(1) 収入の部                                                                               
	区分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	国庫補助金
	円
　330,000
	円
　　　　0
	円
330,000
	円
　　　0
	

	その他
	　310,000
	　　　　0
	310,000
	　　　0
	

	合計
	　640,000
	　　　　0
	640,000
	　　　0
	


       (2) 支出の部                                                                               
	区分
	本年度予算額

（本年度精算額）
	前年度予算額

（本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　水路、農道等保全管理活動支援事業
	円

　620,000
	円

　　　　0
	円
620,000
	円
　　　0
	

	２　支援活動推進事業
	　 20,000
	　　　　0
	20,000
	　　　0
	

	合計
	　640,000
	　　　　0
	640,000
	　　　0
	


     ６ 添付資料
      (1) 地域協議会規約
    　(2) 資産及び負債に関する事項
    　(3) 収支予算（収支決算）
   　  （注）計画変更及び実績報告の場合にあっては、これらに変更のあった場合のみ添付すること。

  別記様式第３号（第10関係）                                                                   
         　平成２０年度農地等整備・保全推進事業費補助金等（小規模・高齢化集落支援モデル事業）
遂行状況報告書
                                                                          農林第２号
                                                                          平成２０年７月１０日
      農村振興局長　殿                                                                         
                                                         住　　所　○○県○○市○○１－２－３     
                                                         団体名  農林集落連携促進協議会         
                                                         代表者名  農林　太郎　印                 
      平成２０年４月１５日付け農振第１号で交付決定通知のあった農地等整備・保全推進事業費補助金等について農地等整備・保全推進事業費補助金等交付要綱第１０の規定に基づき、下記のとおり第２・四半期現在における事業遂行状況を報告する。
                                                記                                             
	区分
	計画事業費

Ａ
	出来高事業費

Ｂ
	進捗度

Ｂ／Ａ
	残高事業費
	摘要

	１　水路、農道等保全管理活動支援事業
	円

　620,000
	円

　200,000
	％

32.2
	円

　420,000
	

	２　支援活動推進事業
	　 20,000
	　　7,000
	35.5
	　 13,000
	


  　　　事業着手年月日：平成２０年４月１５日
        事業完了予定年月日：平成２１年２月２８日　
  （注）１　表題の○○事業には、交付申請書の事業名を記載すること。                             
  　　　２　区分欄には、別記様式第１号の（その１）から（その１６）までの記の「３経費の配分」に
  　　　　記載された事項について記載すること。               
  別記様式第４号（第11関係）
        　　　平成２０年度農地等整備・保全推進事業費補助金等（小規模・高齢化集落支援モデル事業）
実績報告書
                                                                            農林第３号
                                                                            平成２１年３月１０日
      農村振興局長　殿
  　　                                                
                                                         住　　所　○○県○○市○○１－２－３     
                                                         団体名  農林集落連携促進協議会         
                                                         代表者名  農林　太郎　印                 
    平成２０年４月１５日付け農振第１号をもって補助金交付決定通知のあった農地等整備・保全推進事業費補助金等について、下記のとおり事業を実施したので、農地等整備・保全推進事業費補助金等交付要綱第１１の規定により、その実績を報告する。
  　なお、併せて精算額３３０，０００円の交付を請求する。
記
１　事業の目的                                                                                
　　　　農山村地域における過疎化・高齢化の進展に伴い、集落機能の著しい低下や農地、山林等の地域資源管理の問題が深刻化している中、それらの管理を担ってきた集落が消滅することによって、農山村地域が有する多面的機能、特に国土保全機能（水源かん養機能、洪水防止機能）の低下に起因する災害等が発生し、農山村地域に居住する住民のみならず、下流域の都市住民をも含む国民の生活に悪影響が及ぶことも想定される。
  　　　このため、集落が有する多面的機能の確保を図る観点から、小規模・高齢化集落を数多く抱える中山間地域において、中山間地域等直接支払制度に取り組む集落と小規模・高齢化集落との間の連携を通じ、小規模・高齢化集落に存する水路、農道等の地域資源を保全管理するための活動に係るモデル的な取組を支援することを目的とする。                                                                                                  
  　 ２ 事業の内容                                                                                 
      (1)　水路、農道等保全管理活動支援事業                                                       
        ア　対象となる農用地                                                                      
	集落名
	地目
	面積

	農林集落
	田
	５．０ｈａ

	〃
	畑
	２．０ｈａ


        イ　活動内容                                                                              
	集落名
	農業用施設
	数量
	活動内容

	農林集落
	水路
	３００ｍ
	６月と１１月に草刈り、泥上げをする。降雨後は見回り、点検をする。

	〃
	農道
	５００ｍ
	６月と１１月に草刈り、簡易補修をする。降雨後は見回り、点検をする。


      (2)　支援活動推進事業                                                                       
	活動項目
	活動内容

	協議会の開催
	協議会を３回（６月、１１月、２月）開催する。

	その他推進事務
	交付申請事務をする。


     ３ 経費の配分                                                                                
	区分
	補助事業に要する経費（補助事業に要した経費）

　（Ａ＋Ｂ）
	負担区分


	積算の基礎
	備考

	
	
	国庫補助金

　　（Ａ）
	その他

　　（Ｂ）
	
	

	１　水路、農道等保全管理活動支援事業
	円

　620,000
	円

　310,000
	円

　310,000
	円

賃金

　400,000

需用費

　100,000

資材購入費

　120,000
	該当なし

	２　支援活動推進事業
	　 20,000
	　 20,000
	　　　0
	需用費

　 20,000
	該当なし

	合計
	　640,000
	　330,000
	　310,000
	
	


 （注）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には含税額」とそれぞれ記入すること。     
     ４ 事業完了（予定）年月日                                                                    
            平成２１年２月２８日
     ５ 収支予算（精算）                                                                          
     　(1) 収入の部                                                                               
	区分
	本年度予算額

（本年度精算額）
	前年度予算額

（本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	国庫補助金
	円

　330,000
	円

　330,000
	円
0
	円
　　　0
	

	その他
	　310,000
	　310,000
	0
	　　　0
	

	合計
	　640,000
	　640,000
	0
	　　　0
	


       (2) 支出の部                                                                               
	区分
	本年度予算額

（本年度精算額）
	前年度予算額

（本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　水路、農道等保全管理活動支援事業
	円

　620,000
	円

　620,000
	円
0
	円
　　　0
	

	２　支援活動推進事業
	　 20,000
	　 20,000
	0
	　　　0
	

	合計
	　640,000
	　640,000
	0
	　　　0
	


     ６ 添付資料
      (1) 地域協議会規約
    　(2) 資産及び負債に関する事項
    　(3) 収支予算（収支決算）
   　  （注）計画変更及び実績報告の場合にあっては、これらに変更のあった場合のみ添付すること。
    （注）
        １  表題の○○事業には、交付申請書の事業名を記載すること。
２　記の記載事項は、交付申請書様式の記の記載要領に準ずる。
３　添付資料については、各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料又は帳簿の写しを添付すること。
  　　　　　また、このほか、補助金交付申請書又は変更承認申請書に添付したものから変更があったものに
          ついては、必要書類を添付すること。
